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バングラデシュ人民共和国
面　積　　約14万km2
人　口　　 1 億5790万人（2015年央推計）
首　都　　ダカ
言　語　　ベンガル語，英語
宗　教　　イスラーム教，ほかにヒンドゥー教，仏教，キリスト教
政　体　　共和制
元　首　　Md. アブドゥル・ハミド大統領
通　貨　　タカ（ 1 米ドル＝77.70タカ，2014/15年度平均レート）
会計年度　 7 月～ 6 月
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概　　況
　₂₀₁₄年末から小康を保っていたバングラデシュ政治情勢は，₂₀₁₅年に入り，再
び不安定化した。国会総選挙から ₁年となる ₁月 ₅日に，バングラデシュ民族主
義党（Bangladesh Nationalist Party: BNP）を中心とする野党連合は，アワミ連盟
（Awami League: AL）主導政権に対して再選挙を求める集会を計画していたが，ダ
カ警察は治安上の理由から許可を出さなかった。それに対して野党連合は， ₁月
₆日から全国規模の交通封鎖，およびゼネスト（ハルタル）を実施した。野党連合
の要求は中立な選挙管理内閣の下での再選挙実施にあるが，与党側は，選挙をボ
イコットし，国民の政治参加の機会を奪ったのは野党の責任であるとして，交渉
に応じる姿勢をみせず，膠着状態に陥った。
　そんななか実施されたダカ南北・チタゴン同時市長選挙（ ₄月）および全国234
カ所の市長・市議会議員選挙（12月）では AL が勝利を収めたが，野党側は選挙の
不正を訴え，与野党対立はより深刻化した。
　反政府運動に伴う暴力行為に加えて，外国人をターゲットにした殺害事件，政
治的な発言をインターネット上で行うブロガー殺害事件発生を機に，同国の治安
情勢は，悪化要因が多様化するという意味で，これまでにない新たな局面を迎え
ることとなった。
　経済では，度重なる交通封鎖，ハルタルが運送業や輸出産業，民間投資に悪影
響を及ぼしたにもかかわらず，過去最大額を記録した海外送金，民間企業の賃金
上昇，公共事業などによって内需が拡大し， ₆％台の成長率を維持した。
　外交においては，長年の懸案事項であったインドとの地上国境線画定という大
きな成果がみられた。安定した経済成長，地政学的な重要性から，中国，日本の
同国への関心も高まりをみせるなか，ハシナ政権は全方位外交方針の下，各国の
パワーバランスに配慮した外交戦略が求められる ₁年となった。
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膠着状態に陥る与野党の攻防
　国会総選挙から ₁年となる₂₀₁₅年 ₁ 月 ₅ 日に，BNP を中心とする野党連合は
「民主主義が死んだ日」として，再選挙を求める集会を計画していたが，治安上
の理由からダカ警察は許可を出さなかった。また， ₁月 ₃日にはジア BNP 総裁
の自宅周辺に警官隊を配備し，実質上の軟禁状態におくなど，治安維持を名目に，
野党の抗議行動を押さえ込む措置をとった。
　それに対して野党連合は， ₁月 ₆日から全国規模の交通封鎖およびハルタルを
宣言した。野党連合の要求は再選挙の実施にあるが，与党側は，選挙をボイコッ
トし，国民の政治参加の機会を奪ったのは野党の責任であるとして，交渉に応じ
なかった。日本を含む外交団による再三の働きかけにもかかわらず，総選挙の枠
組みに関する与野党協議は進まず，膠着状態に陥った。
　さらに ₂月₂₅日に，ダカ第三特別判事法廷は，ジア BNP 総裁に対して関連団
体のジア孤児基金およびジア慈善基金に関する資金横領事件の容疑で逮捕状を，
₃月 ₁日に総裁事務所に対する家宅捜索令状を発付するなどして，野党連合への
圧力をいっそう強めたことから，BNP およびジャマアテ・イスラーミ （ーイス
ラーム協会，JI）の支持者による反政府運動はより先鋭化することとなった。火
炎瓶や手製爆弾をバスや一般車両に投下する無差別的な事件が連日発生し， ₁月
₅日から ₃月 ₇日までの死者₈₃人のうち₆₆人が一般人であった（現地英字紙 Daily 
Star ₃ 月 ₈ 日付）。これまでのバングラデシュにおける反政府運動においては，
デモ参加者が警官隊と衝突することによって死傷者が出るケースが大半であった
が，₂₀₁₅年に入ってから政治活動とは無関係な一般人が巻き込まれる暴力行為が
頻発したことから，国民の批判も高まりをみせた。
　ハシナ首相をはじめとする AL 幹部は，BNP および JI による交通封鎖・ハル
タルに伴う暴力行為の残虐性を強調し，治安の悪化は野党連合の責任であると主
張した。国連や欧米諸国は，AL と BNP に対して対話を求める声明を出したが，
AL は，BNP が暴力行為を停止し，JI との共闘関係を解消しなければ対話には応
じないとの姿勢を維持した。しかしながら， ₃月に入ってから交通封鎖・ハルタ
ルによる暴力事案は減少した。この背景には，反政府運動の長期化による資金の
枯渇と動員力の低下，そして ₄月₂₈日に実施が決定されたダカ南北市長選挙およ
470
アワミ連盟政権，強権化と全方位外交の推進
びチタゴン市長選挙のための選挙準備が影響したと考えられる。
ダカ南北・チタゴン 3都市同時市長選挙でAL勝利
　₂₀₁₅年 ₂ 月，ハシナ首相の指示の下，選挙管理委員会は，ダカ南・北およびチ
タゴンにおける ₃特別市同時市長選挙を ₄月₂₈日に実施する旨を発表した。それ
に対して BNP は当初，選挙実施は野党連合による反政府運動から国民の関心を
そらすための政略であるとして実施に批判的であったが，その後立場を一転させ，
公正な選挙環境整備を条件に候補者を擁立する意向を固めた。交通封鎖・ハルタ
ルによる反政府運動が行き詰まり，国民の不満も高まるなか，BNP は市長選挙
への参加を通じて国民からの支持を喚起し，選挙管理内閣下での選挙実施を求め
る運動に弾みをつけたいとのねらいがあったものとみられる。BNP は₁₉₉₁年か
ら₁₉₉₃年にかけてダカ市長を務め，閣僚経験もあるミルザ・アッバス党常任委員
など，知名度の高い党幹部を候補者として擁立し，積極的な姿勢をみせた。一方
AL の側には，市長選挙を通じて支持基盤を固めると同時に，選挙に注力させる
ことにより野党連合による暴力的な反政府運動を沈静化させ，国内の治安を回復
させる意図があったものとみられる。市長選挙は名目上非政党ベースの選挙だが，
BNP も参加を表明したことから，与野党対立が票にどのように反映されるかと
いう観点から大きな注目を集めることとなった。
　ダカ市の市長選挙は，前回₂₀₀₂年に行われ，BNP の支持する候補者が勝利した。
₂₀₀₇年 ₅ 月に任期切れとなったが，非政党選挙管理内閣が非常事態宣言を発令し
ていたことから延期された。政府は₂₀₁₁年にダカ市の行政区画を南北に分割した
が，南北に分かれたダカ市の有権者リストの未整備などが理由で裁判所の許可が
下りず，選挙は先延ばしにされてきた。南北の境界画定問題を政府が棚上げして
きたことから，延期が繰り返されてきたダカ南北市長選挙であったが，今年に
なってハシナ首相の強い要請を受け，急遽実施準備が整えられた。
　チタゴン市長選挙は，前回₂₀₁₀年 ₆ 月に実施され，BNP が支持する候補者が
当選した。チタゴンに関しては， ₇月₂₅日に任期が切れる予定となっていた。
　選挙は ₄月₂₈日に ₃都市同時に行われた。結果は ₃つのポストすべてで与党
AL が支持する候補者の勝利となった。AL の ₃候補者の合計得票数は₁₄₇万票余
りで，得票率は₅₅.₄₃％，一方の BNP の ₃候補者の合計得票数は約₉₀万票で，得
票率は₃₄.₈₃％という結果となった。投票率は₄₄％であったと，選挙管理委員会
は現地報道機関に述べている。
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　今回の選挙は，事前の予想では野党 BNP が善戦するともいわれていた。その
背景には，₂₀₁₃年 ₄ 月に実施されたラッシャヒ，クルナ，ボリシャル，シレット
の特別市市長選挙，続く同年 ₇月に実施されたガジプール特別市市長選挙におい
て，BNP が支持する候補者が全勝した経緯がある（表 ₁）。
　そんななか，与党 AL は選挙を少しでも有利に運ぶため，水面下で学生グルー
プを動員し，野党側の選挙活動を妨害した。ジア BNP 総裁本人がダカで選挙活
動中に与党支持グループに襲われる事件も発生している。また，投票当日には市
内各地で不正投票や票の水増し，報道関係者への暴力が報じられるなど，公正な
選挙環境が整備されたとは言い難い状態であった。これに対して野党は，選挙に
悪質な妨害行為があったとして投票当日₁₂時を過ぎてからボイコットを宣言し，
選挙の無効を訴えた。
　AL はそれまで，すべての暴力行為の責任は BNP の側にあると主張し，同党
の支持率低下を画策したが，今回の選挙において与党側にも責任の一端があるこ
とを白日の下にさらすこととなった。その一方で，欧米の大使館が公正性に疑義
を申し立てるほどの選挙であり，投票途中でボイコットしたにもかかわらず， ₃
割以上の票を獲得した BNP は，全敗しながらも支持基盤がいまだに強固である
ことを国内外に示す結果となった。
市長および市議会議員選挙でAL圧勝
　₁₂月₃₀日には，特別市を除く₃₂₄市のうち₂₃₄カ所において市長および市議会議
員選挙が行われた。BNP がボイコットするなか実施された₂₀₁₄年の国会総選挙
以降初の全国規模での選挙であったことから，与野党の勢力図を反映する選挙と
して注目された。前回₂₀₁₁年の ₁月に実施された市長および市議会議員選挙では，
市長ポストにおいて，BNP の候補が₉₂人，AL の候補が₈₈人当選しており，僅差
表 1　特別市市長選挙における得票率 （％）
　 　 AL BNP
₂₀₁₃年 ₄ 月
ラッシャヒ ₃₈ ₆₀
クルナ ₃₉ ₅₉
ボリシャル ₄₃ ₅₄
シレット ₃₃ ₅₀
₂₀₁₃年 ₇ 月 ガジプール ₃₉ ₅₅
₂₀₁₅年 ₄ 月 ダカ南北・チタゴン ₅₅ ₃₅
　（出所）　 Daily Star， ₄月₃₀日付より筆者作成。
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ではあるが BNP がその影響力を示した。　　
　一方，今回の選挙においては，市長ポストにおいて AL の候補者が₁₇₈人，
BNP の候補者が₂₃人当選と，大差をつけて AL が勝利する結果となった。しかし，
₅₀カ所の投票所で暴力行為が発生し，投票が延期されたことに加え，複数のメ
ディアが選挙中の不正を報道するなど，選挙の公正性についてはまたしても疑問
符が付く結果となった。AL は，選挙は自由かつ公正に行われたと主張する一方
で，BNP は選挙の不正を訴え，再選挙の実施を要求した。
戦犯裁判における死刑の執行
　AL は₂₀₀₈年₁₂月の総選挙で戦争犯罪法廷の設置を公約として掲げた。そして
₂₀₀₉年 ₁ 月に政権に復帰した後，₂₀₁₀年 ₃ 月₂₅日に国際犯罪（法廷）法（International 
Crime［Tribunal］Act）に基づく法廷を設置した。
　裁判の対象は，₁₉₇₁年のバングラデシュ独立戦争当時，独立運動を弾圧したパ
キスタン軍に協力あるいは情報を提供した者や，独立支持派やヒンドゥー教徒を
虐殺したとされる者たちである。西パキスタン側への協力者の多くは，イスラー
ム主義政党の支持者だった。そのなかでもとくに，地方にまで組織力をもつ JI
およびその学生組織の指導者が反独立運動の中心的な役割を担っていた。JI は東
パキスタン独立によるイスラーム国家の分断と，それによる南アジアにおけるイ
ンドの地政学的影響力の拡大を恐れ，西パキスタンに加担したとされる。
　対象が JI と BNP の指導者に限定されていることから，戦犯法廷設置のねらい
は，野党指導者を裁判にかけ，政治力を削ぐことにあるとして，JI などのイス
ラーム主義政党とその学生組織による抵抗運動が激化した。₂₀₁₅年には， ₃人に
死刑が執行されたが，₂₀₁₃年に A. Q. モッラーJI 書記長上級補佐（逮捕当時）に対
して死刑が執行された際には，その直後から，JI によるハルタルや暴力的な抗議
活動が実施され，多数の死傷者が出たことから，政府は警戒を強めた。
　 ₄月₁₁日に死刑が執行された Md. カマルッザーマン JI 書記長上級補佐（逮捕当
時）には，シェルプルにおける民間人₁₆₄人の殺害や拷問などの人道に反する罪に
対して₂₀₁₃年 ₅ 月に有罪判決が出ていた。
　また，₁₁月₂₂日には，JI 書記長上級補佐（逮捕当時）の A. A. M. ムジャヒードと
BNP 国会議員（逮捕当時）の S. Q. チョウドゥリーに対して死刑が執行された。A. 
A. M. ムジャヒードは，₂₀₀₁年から₂₀₀₆年までの BNP 政権において社会福祉大
臣を務めた経験をもつ。ダカでの知識人集団殺害ほかに関与したとして，₂₀₁₃年
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₇ 月に死刑判決を受けていた。S. Q. チョウドゥリーは BNP 常任委員会のメン
バーで最高幹部のひとりであった。裁判所は独立支持者やヒンドゥー教徒に対す
る拷問・殺害などの罪に対して有罪判決を下していた。
　ともに₂₀₁₅年 ₆ 月に最高裁判所が控訴を棄却したことから刑が確定していたが，
ハミド大統領が恩赦の訴えを棄却した結果，刑が執行された。死刑執行に際して
は，JI および BNP 支持者が暴動を起こすことを恐れ，政府は，事前に Facebook
などのソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）の閲覧を一時的に規制す
る措置をとった。JI は刑の執行に抗議し，翌₂₃日に全国規模のハルタルを実施し
た。
ブロガー殺害事件の多発
　 ₂月₂₆日夜，ウェブ上での世俗主義的な政治発言で知られるバングラデシュ生
まれのアメリカ人ブロガー，アビジット・ロイと，その妻がダカ大学教師学生セ
ンター付近で，何者かに背後から切りつけられる事件が発生した。ロイは死亡，
妻も重傷を負った。同氏は著作やブログを通じて，戦犯法廷の推進を主張してお
り，複数回にわたりネット上で脅迫を受けていた。
　事件直後，Ansar Bangla ₇ と自称するグループが Twitter に犯行をほのめかす投
稿を行った。捜査関係者は，₂₀₁₃年に戦犯法廷において厳罰を求めるシャハバー
グ運動の活動家殺害事件を実行したといわれるイスラーム過激派組織による犯行
の可能性に言及している。
　その後も，過激なイスラーム思想を批判する書き込みを行っていたブロガーや，
彼らの著作を発行する出版社の人間が襲撃された。 ₃月₃₀日には，ダカで，宗教
原理主義的な思想に反対する書き込みを行っていたブロガーのワシクル・ラフマ
ンが刃物で切りつけられ，死亡した。
　また， ₅月₁₂日には，北東部シレットで，ブロガーのアナンタ・ビジョイ・ダ
スが， ₈月 ₇日には，ダカで NGO に勤務していたブロガー，ニロイ・チャクラ
バルティが殺害された。両者は，ともにロイの発言に共感する書き込みを行って
いた。また，₁₀月₃₁日には，ロイの著作の発行人であるファイサル・アレフィ
ン・ディパンがダカで何者かに襲われ死亡した。この数時間前にも，ダカで世俗
派ブロガー ₂人と発行人 ₁人が襲われ負傷している。
　 ₅月 ₂日に「インド亜大陸のアルカイーダ」（Al Qaeda in the Indian Subcontinent: 
AQIS）がアビジット・ロイとワシクル・ラフマンに加え，₂₀₁₃年と₂₀₁₄年に殺害
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されたブロガー，計 ₄人の殺害に関してウェブ上の動画で犯行声明を出した。ニ
ロイ殺害に対しても同組織が地元メディアにメールで犯行声明を送付したとされ
るが，真偽のほどは定かではない。また，₂₀₁₃年から₂₀₁₅年にかけてのブロガー
殺害および襲撃に関与したとして，「アンサルラ・バングラ・チーム」が内務省
によって₂₀₁₅年 ₅ 月₂₅日に活動禁止となった。
　近年のインターネットの普及により，ブログでの書き込みが社会的に大きなイ
ンパクトをもつようになってきた。戦争犯罪人に対して極刑を求める₂₀₁₃年の
シャハバーグ運動も Blogger & Online Activist Network（BOAN）に参加する若者た
ちが開始したものであったことから，ウェブ上での発言が，運動へとつながる可
能性をムスリム保守層は警戒しているといえる。また，新たなコミュニケーショ
ンツールを使って，イスラームを軽視する発言を繰り返すことそのものが，伝統
的なイスラームの教えに対する冒涜であるとして攻撃の対象となった可能性も否
定できない。国連は一連のブロガー殺害事件の早期解決を求める声明を出した。
外国人殺害事件に IS が犯行声明
　₂₀₁₅年には外国人をターゲットにした襲撃事件が ₃件発生した。₂₀₁₂年にサウ
ジアラビア大使館員がダカで銃殺される事件が起きているが，今回の一連の殺害
は IS（「イスラーム国」）による犯行声明の下，連続して発生したことに加え，IS
が自ら発行する広報誌「ダービク」（イシュー₁₂）において，バングラデシュにお
けるテロ活動の強化を示唆したことから，政府，各国大使館は警戒を強めた。
　最初に殺害されたのは，オランダの NGO に所属する₅₀代のイタリア人男性で，
₉月₂₈日にダカで何者かに銃で撃たれ死亡した。同日，IS が同組織のロゴの下
にバングラデシュと記した声明のなかで，犯行を認めた。続けてバングラデシュ
北部ロングプルで₁₀月 ₃ 日，日本人男性が銃撃され死亡した。同日，同じく IS
が男性の殺害を主張する声明を，ウェブ上で公開した。日本政府関係者は翌日 ₄
日，死亡したのは星邦男氏（₆₆歳）と確認した。同日チタゴン丘陵地帯を除くすべ
ての地域における海外安全情報（危険情報）が「レベル ₂：不要不急の渡航は止め
てください」に引き上げられ，ダカ在住の外国人居住者に対して注意喚起が行わ
れた。
　星氏は，バングラデシュ人の知人の家にホームステイする形でロングプルに滞
在し，トウモロコシを栽培していたことから，国際協力機構（JICA）のプロジェ
クトで農業指導に来ていると誤認されたのではないかとの指摘もある。もしそう
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であるならば，バングラデシュで活動する外国人援助関係者を狙った殺人事件と
して，イタリア人 NGO 職員殺害事件との相関性も認められる。
　バングラデシュ政府は₁₀月 ₆ 日，欧米諸国，日本などの大使館関係者を集め，
一連の外国人殺害事件に対する政府の対応について説明した。アリ外相は記者団
に，外国人の安全確保に全力を尽くす考えを示した。₁₀日からはダカのバリダラ，
ボナニ，グルシャン地区など，外国公館などが集中する地域に治安部隊が配備さ
れた。
　しかし，₁₁月₁₈日には，北部ディナジプールで，再びイタリア人男性が銃で首
などを撃たれ負傷する事件が発生した。男性は，キリスト教関連の病院で医師と
して勤務しており，教会で礼拝した帰りに襲撃を受けたとされる。₂₀₁₅年におい
て ₃度目の外国人襲撃も援助関係者を狙った事件であり，また IS が犯行声明を
出しているという点でこれまでの事件と同様であった。₁₁月₂₀日にウェブ上に出
された犯行声明には，男性を襲撃した際の様子と，男性がキリスト教への改宗活
動を行っているとして非難する文面が掲載された。
　これに対し，ハシナ首相は，国内に IS の組織は存在しないとの立場を堅持し
たうえで，野党など国内の反政府グループの犯行の可能性を示唆した。当局は，
声明と一連の事件との関連について捜査を継続している。
　しかしながら一方で，₅月₃₀日に，IS への勧誘容疑でダカで逮捕者が出ており，
また₁₀月 ₂ 日から ₃日にかけて，マイメンシンで IS への勧誘ビラやポスターを
配布したとして ₄人が逮捕されている。これらのことからも，バングラデシュ国
内で IS およびその関連組織のメンバーが活動している可能性を否定することは
できない。IS は広報誌「ダービク」で，バングラデシュにおけるテロ活動の強
化を示唆するとともに，同国における勢力拡大を目的とした新たな攻撃を実施す
ると表明した。同誌においてイタリア人と日本人の殺害は IS によるものである
と言及し，「バングラデシュ政府は，事実の隠蔽を継続している」とも指摘して
いる。これは，IS が犯行声明を出している複数の外国人襲撃事件に対して，政
府がこれらの事件は国内の情勢不安定化をねらった反体制派によるものだと主張
していることに対する牽制ともとれる。
　一連の事件の背景に反政府グループの影があるのか，もしくは野党を追い詰め
るための与党による事件の政治利用なのか，本当に IS による援助関係者を狙っ
た殺害事件なのか，今後も当局による調査の動向を注視する必要がある。
　また，外国人を狙った犯罪ではないが，₁₀月₂₄日に，ダカのシーア派宗教施設
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爆破事件（₁₀代の少年 ₁人が死亡，₁₀₀人以上が負傷），₁₁月₂₆日に，ボグラの
シーア派モスクにおいて無差別発砲事件（宗教指導者 ₁人が死亡， ₃人が負傷），
₁₂月₂₅日に，ラジシャヒにあるアフマディヤのモスクにおいて自爆事件（自爆し
た ₁人死亡， ₃人負傷）が発生し，ともに IS が犯行声明を出した。当局は，事件
の実行犯としてバングラデシュの非合法組織であるバングラデシュ・ムスリム戦
士団（Jama'atul Mujahiddin. Bangladesh: JMB）が関連しているとして調査を行って
いる。₁₂月にチタゴンの JMB のアジトから大量の爆発物の原料や自爆用ベスト
などが押収されたことをふまえると，今後もこうした無差別殺害事件や外国人を
狙った犯罪は十分に起こりうると考えられる。
バングラデシュからの不法移民の増加とロヒンギャ難民キャンプの移転
　現地報道によると国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）は，₂₀₁₅年 ₁ 月から ₃
月に， ₂万₅₀₀₀人もの人々がボートでバングラデシュから国外に向かったと発表
した。この数は₂₀₁₄年の同時期の値の倍に上る。このなかには，国内での極度の
貧困から抜け出すことを夢見て海外へと渡るバングラデシュ人最貧困層に加え，
ミャンマーから難民としてバングラデシュに逃れてきたロヒンギャが含まれる。
　バングラデシュ政府は ₅月₂₇日に，ロヒンギャ難民キャンプを強制移転する意
向を表明した。難民キャンプの移転先として政府が発表したのは，バングラデ
シュ南部のベンガル湾に浮かぶ島，ハティア島である。ハティア島はダカから南
に約₁₈₀キロメートルのところに位置し，船で₁₅時間以上かかるため，本土との
交流には不便を来す。大小さまざまな島によって構成されるが，今回政府が指定
したのは，ハティア本島から北西に₂₀キロメートルほどいったところに新たに出
現した孤島である。ハティア島はガンジス川の河口に位置し，その周辺は土壌の
浸食・堆積作用による急激な地形変化が繰り返されている。ロヒンギャ難民キャ
ンプの候補地は，このような土壌の堆積作用によって新たに出現した湿地帯であ
る。
　表向きは，難民キャンプの存在がバングラデシュのリゾート地コックスバザー
ルでの観光業に悪影響を及ぼすことが移転理由として指摘されているが，実際の
ところは，国境問題を抱えるミャンマーとの国境線付近に難民キャンプがあるこ
とで，紛争の火種になることへの懸念や，ミャンマー側からの新たな難民の流入
を防ぐ思惑があると考えられる。
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経 済
マクロ経済状況
　世界銀行の発表（ ₇月 ₁日）によると₂₀₁₄/₁₅年度（ ₇～ ₆月）の ₁人当たり国民
総所得（GNI）が₁₃₁₄ドルを記録したバングラデシュは，低所得国から中所得国と
なった。世銀は中所得国をさらに低中所得国と高中所得国の ₂つに分類しており，
バングラデシュは，インドやベトナムと同じカテゴリーである「低中所得国」に
位置づけられた。政府の策定した₁₀カ年計画では，₂₀₂₁年までに中所得国となる
ことがうたわれていたが，それよりも早く目標が達成されたことになる。
　₂₀₁₄/₁₅年度の GDP 成長率は6.5％で，前年度の6.0％を上回る結果となった。
₁月から ₃月にかけての度重なる交通封鎖，ハルタルが運送業や民間投資に影響
を与えたにもかかわらず，復調した海外送金，民間企業の賃金上昇，公共事業な
どによって内需が拡大した。 ₆％台の成長率を維持したことは，バングラデシュ
経済の安定性を国内外に示すだけでなく，強権的な AL 政権に対する批判をかわ
す要因となった。
　各部門の成長率は，農業3.0％（前年度4.3％，新基準年［₂₀₀₅/₀₆＝₁₀₀］ベース，
以下同），鉱工業9.6％（同8.1％），サービス5.8％（同5.6％）と，農業部門を除いて
成長率が上昇した。
　しかしながら，輸出額は3.3％増にとどまった。前年度が₁₂.1％増だったことを
考えると，低成長であったといわざるをえない。交通封鎖によってサプライ
チェーンが機能不全に陥ったことや欧米における需要の緩やかな低下，輸出の ₈
割を占める縫製業の成長率が4.1％と低かったことなどが影響したと考えられる。
　インフレは引き続き国民の生活を直撃する深刻な問題である。しかしながら，
₂₀₁₄/₁₅年度の消費者物価指数の上昇率は6.4％で，過去₁₁年間で最も緩やかな上
昇にとどまった。世界的な原油価格の下落に伴い燃料や肥料などの生産コストが
低下したことによって，食糧価格全体のインフレが抑えられたことが要因である。
また，過去最高の収穫高を記録したボロ米を中心に，コメの総生産量が前年比
₁％増の₃₄₇₀万トンとなったことや，インドからの安価な輸入米の流入によって，
コメ価格が下落したことも影響した。歳入庁は₁₂月，国内のコメ価格安定化を計
り，生産者を保護する目的で，一部のコメに課す輸入関税をそれまでの₁₀％から
₂₀％に引き上げる決定をした。これにより，インドからの輸入米の価格が上昇す
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ることから，コメ全体の価格が上昇に転じることが予想される。
　一方で，交通封鎖によって移動や運搬にかかるコストが上昇したことに加え，
医療コストも増加したことから，非食糧品においてはインフレがおきた。
　縫製品輸出とともにバングラデシュの外貨獲得において大きな役割を果たして
いる海外出稼ぎ労働者からの送金は，前年（₁₄₂億₃₀₀₀万ドル）から7.6％増の₁₅₃
億₁₀₀₀万ドルで，過去最高を記録した。中央銀行は，近年の積極的な海外労働者
の送り出し政策によって，出稼ぎ出国者人口が増加したことが要因であるとして
いる。また，安定したタカとドルの為替レートや，中央銀行が主導して利便性の
高いモバイルバンキングシステムを導入したことが，送金のインセンティブと
なった。
　政府は，₂₀₁₅/₁₆年度の GDP 成長率の目標を6.6％と設定している。サプライ
チェーンの寸断，搬送の遅れ，経費の増加，それらに伴う民間投資の減少など，
交通封鎖やハルタルによる経済的損失は甚大であることから，成長目標が達成で
きるかどうかは，政治的安定にかかっているといえる。
深海港建設，日本案を支持
　₂₀₁₅年 ₉ 月に，政府が中国と協議を進めていたベンガル湾のソナディアにおけ
る深海港建設を棚上げし，同地から₂₅キロメートルほど離れたマタバリの深海港
建設に資金提供する日本の提案を支持したとの報道がなされた。バングラデシュ
の主要港は水深が浅いことから大型船舶が停泊できず，港から小型船舶で大型船
に貨物を運ぶことによる輸送経費の増加が問題視されていた。そのため，新たに
建設される深海港は，同国の経済を牽引する縫製品などの輸出拠点として重要な
役割を担うことが期待されている。
　日本は，前年のハシナ首相訪日，安倍首相来訪を経て，二国間の「包括的パー
トナーシップ」の下，「ベンガル湾産業成長地帯」（BIG-B）構想を打ち出し，今
後 ₄～ ₅年を目処に総額最大₆₀₀₀億円の支援を約束するなど，経済協力を通じた
同国との関係強化に乗り出していた（『アジア動向年報 ₂₀₁₅』参照）。マタバリに
おいては，すでに出力₆₀₀MW の石炭火力発電所 ₂基の建設が進められており，
今回の深海港建設を含めた地域の複合開発に対して，日本側が寛大な融資条件を
提示したことが評価された。
　一方で，中国による深海港建設に対しては隣国インドが不信感を示していた。
ソナディア港の建設は，スリランカのハンバントタ港，パキスタンのグワダル港
479
2015年のバングラデシュ
とともに，インドを海から取り囲むいわゆる「真珠の首飾り」構想の一環として
考えられていた。前年 ₉月にはスリランカのコロンボ港に中国の潜水艦が寄港し
たことから（『アジア動向年報 ₂₀₁₅』スリランカの章を参照），同構想は極めて現
実的なものとして受け止められ，インドは強い警戒感をあらわにした。そのため，
将来的に中国の軍艦寄港可能性のあるソナディア港ではなく，日本の提案するマ
タバリ港を支持することにより，良好な関係にあるインドを刺激することを避け
たいというバングラデシュ側の思惑があったとも考えられる。インドは，バング
ラデシュ南西部に位置し，インド国境に近いポトゥアカリ県パイラにおける深海
港建設を後押ししている。
対 外 関 係
対インド関係
　今年のハシナ政権の外交における最大の成果が，長年の懸案事項であり国民の
関心も高いインドとの地上国境線画定の合意である。両国を分ける国境には，バ
ングラデシュ側に₁₁₁カ所のインドの飛び地（総面積 ₁万₇₁₆₀エーカー）が，イン
ド側に₅₁カ所のバングラデシュの飛び地（同₇₁₁₀エーカー）が存在する。飛び地に
おいては，係争地であることに加え，物理的な距離が影響し，インフラ整備や社
会開発の遅れが問題視されてきた。また，未確定な国境周辺が犯罪の温床になっ
ているとの批判もあった。そのため，₂₀₁₁年に，インドのマンモハン・シン首相
（当時）とハシナ首相が飛び地の住民と協議の下，住民の大規模移住なしで飛び地
を交換することに合意した。しかし，当時野党だったインド人民党（BJP）やアッ
サム州の地域政党が，主権領土を放棄するものであるとして，協定の批准に反対
したことから，条約を批准するために必要となる憲法改正の手続きが進まなかっ
た。
　しかし，₂₀₁₄年に BJP が政権に就くと，モディ首相は南アジアの安定と繁栄
のために印バの協力関係を強化していくとの立場から，両国の関係改善を推し進
めた。₂₀₁₅年 ₅ 月に，インド両院で地上国境線画定協定批准に関する憲法改正案
が可決されたことを受け，モディ首相は₂₀₁₅年 ₆ 月 ₆ ～ ₇ 日にバングラデシュを
訪問し，バングラデシュに対する₂₀億ドルの融資供与を発表するなど，両国の良
好な二国間関係をアピールした。訪問中には印バ間の新規航路開設や，インド側
のチタゴンおよびモングラ港の使用に関する協定，コルカタなどからインド北東
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部州へ向かうインド製品のバングラデシュ領域通過許可に関する協定などが合意
された。また，インド船舶のバングラデシュ領経由でのインド北東部へのアクセ
ス拡大や新たなバス路線の開設などについても議論が交わされた。
　 ₇月₃₁日には，国境線画定協定に基づき両国間の飛び地が交換され，インドと
の領土問題が解決した記念すべき日となった。 ₈月 ₁日午前 ₀時になると，バン
グラデシュ領内にある₁₁₁のインドの飛び地と，インド領内にある₅₁のバングラ
デシュの飛び地には新たな国旗が掲げられた。飛び地の住民はそれまでの土地に
残って国籍を変えるか，自国領内に移住するかのどちらかを選択することができ
る。
　一方で，国民の間で期待の高かったティスタ河水共有協定への署名は見送られ
た。ティスタ河はシッキム州を通り西ベンガル州からバングラデシュ北西部に流
れ込む両国の共有河川であり，インド領内でのダム建設に伴う水量減少による農
業への影響がバングラデシュ国内で問題となっている。₂₀₁₁年のシン首相（当時）
のバングラデシュ訪問の際にはママター･バネルジー・西ベンガル州首相が同行
し，前述の地上国境線画定協定に加え，ティスタ河水共有協定が署名される予定
であった。しかし，訪問直前にバネルジー州首相が同協定に反対する意向を表明
した結果，署名は見送られ，その後も進展はみられなかった。BNP はこの問題
で AL 政権の責任を厳しく追求し，₂₀₁₄年 ₄ 月には大規模な抗議行進を実施した。
さらに，例年乾期に入ると各報道機関がティスタ河の水量減少による北西部農民
の窮状を報じるなど，国内世論の反インドひいては反 AL 感情を高めかねない事
項となっていた。
　₂₀₁₅年 ₂ 月，バネルジー州首相は，アリ外相の招待を受け来訪した。その際に，
これまでの姿勢を転換し，同州首相がティスタ河水共有協定署名に前向きな発言
をしたとの報道がなされたことから，国内で問題解決への期待が高まった。しか
しながら，最終的にはまたしても協定署名に至ることはなかった。この背景には，
₂₀₁₆年の西ベンガル州議会選挙を前に，バングラデシュ側に譲歩したとみられた
くないとする，バネルジー州首相が党首を務める全インド草の根会議派の意向が
働いたことが予想される。BNP は，またしてもティスタ河水共有協定署名が実
現しなかったことに対して，AL 政権を激しく非難した。
対中国関係
　中国はバングラデシュにとって最大の輸入相手であると同時に，武器装備品の
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供給国である。₂₀₁₅年₁₂月には，小型護衛艦 ₂隻がバングラデシュ側に引き渡さ
れており，₂₀₁₆年には潜水艦が引き渡される予定となっている。ストックホルム
国際平和研究所によると，₂₀₁₀年以降，上記のほかに海上哨戒船舶 ₅隻，戦車₄₄
台，戦闘機₁₆機をはじめ，地対空ミサイルや対艦ミサイルなどが供給されている。
また，前年，中国軍高官がダカを訪問し，中国がバングラデシュ軍に対して軍事
訓練を実施する合意がなされている。₂₀₁₅年₁₂月には，バングラデシュの陸軍参
謀長 A. B. M. シャフィウル・ハックが中国の常万全国防部長と会談し，両国の
軍事関係をさらに緊密にしていくことが確認された。
　バングラデシュは中国が推し進めている経済圏構想である「一帯一路」構想に
おいて地政学上重要な役割を果たす。陸と海の ₂つの経路で中国から東南アジア，
南アジア，アフリカなどを経由してヨーロッパまでを結ぶ同構想においてバング
ラデシュは，中国，インド，ミャンマーを結ぶ陸路（BCIM 経済回廊構想）を構成
する一部として，また，海上においてはベンガル湾の中心港として，東南アジア
と南アジアを繋ぐハブ的役割を果たすことから，その地政学的重要性は高い。そ
れに対してインドは，中バの接近，とりわけ，アメリカによって名づけられた軍
事由来のいわゆる「真珠の首飾り」構想の一環であると指摘されている同国南東
部における深海港建設に対して，同港への軍艦寄港可能性の観点から危機意識を
募らせた。
　バングラデシュは，印中 ₂強国間の対立に巻き込まれることを避けるために，
₂₀₁₄年国会総選挙における AL の選挙マニフェストにある全方位外交方針の下，
インドへの配慮の姿勢もみせた。モディ首相来訪の際に話し合われた，前述のイ
ンド側のチタゴンおよびモングラ港の使用に関する協定や，深海港建設における
日本案の推進などは，ベンガル湾において影響力を強める中国を警戒するインド
への配慮があったものと考えられる。
2016年の課題
　現在，与党 AL は国会で ₃分の ₂以上の議席を占めており，単独で憲法改正を
行うことが可能である。₂₀₁₄年 ₉ 月には，法曹関係者からの強い反対にもかかわ
らず最高裁判事の罷免権を国会に与える第₁₆次憲法改正案が議会で可決され，不
正行為もしくは能力の欠如を理由に議会の ₃分の ₂以上の決議によって最高裁判
事を罷免することができるようになった。AL 単独で最高裁判事の罷免手続きを
行えることから，司法の独立については疑問符が付かざるをえない。
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　また，メディアへの監視強化も指摘されている。₂₀₁₅年₁₂月₂₈日付 Prothom 
Alo 紙によると，₂₀₀₁年から₂₀₁₄年までの間に，バングラデシュの報道の自由は
低下している。同紙が引用した BRAC 大学の調査によると，₂₀₀₉年 ₁ 月 ₁ 日か
ら₂₀₁₅年 ₄ 月₃₀日までの間に₁₁人の記者が何者かに殺害され，₁₀₉₃人が負傷して
いる。記者の逮捕や脅迫行為も報告されており，また野党との関係が噂されるテ
レビ局も複数閉鎖された。こうしたメディアへの圧力や特定政党に近いテレビ局
の閉鎖は，過去の BNP 政権下においてもみられたことであるが，₂₀₀₈年に AL
が政権を奪取して以降，より顕著にみられるようになった。また，今年に入り，
暴動を未然に防ぐためとの名目で，インターネットにも規制が入り，SNS 系の
アプリケーションが遮断されるということもあった。
　これらに鑑みれば，現状のバングラデシュにおいては，AL の独裁色が強まっ
ていると指摘されてもおかしくない状況にある。それでも人々は，政治に対して
それほど関心を持っているようには見受けられない。繰り返される政治闘争と暴
力行為よりも，好調な経済成長の果実により関心が高いと思われる。
　人々の政治離れと経済成長の傘の下で，AL は野党を再起できないまでに追い
詰めるために，治安部隊によるデモ隊の排除，野党政治家の逮捕，軟禁など，さ
まざまな手段を講じている。BNP と JI は，戦犯裁判による死刑や他の容疑によ
る逮捕，抗争中の事故死，失踪などによって，中心的人物が政治の表舞台から去
り，求心力を失いかけている。このままいけば，国会に議席を持たない両党の政
治活動資金も枯渇することから，有効かつ正当な反政府運動を起こしにくくなる
ことが予想される。こうした状況のなかで，国連や欧米諸国は AL と BNP の対
話を求める声明を幾度となく出しているが，それ以上踏み込む姿勢はみられない。
オバマ米大統領の訪印に代表されるアメリカとインドの接近，そしてモディ首相
の来訪に代表されるインドとの良好な二国間関係，そして縫製業に代表されるバ
ングラデシュの経済的重要性の高まりが，現政権の強気な外交姿勢にも表れてい
るといえる。
　それでも，ダカ南北・チタゴン市長選挙で₃₅％もの票を得た BNP に対する支
持は決して少なくはない。BNP が政治の表舞台に復帰し，これまで通り ₂大政
党による政治体制を望むのか，このまま AL の独裁体制の下での国家建設を望む
のか，国民の信が問われているといえる。
 （東京外国語大学特任講師）
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1 月 3 日 ▼ バングラデシュ（以下「バ」）警察
がジア BNP 総裁をダカの党事務所に軟禁。
4 日 ▼ダカ警察がダカ市内での集会を禁止。
5 日 ▼ BNP など₂₀野党がハルタルと全国
規模の道路，鉄道，河川交通の封鎖を ₆日か
ら実施する旨を発表。
6 日 ▼各地で与党を批判する抗議活動が行
われ，警官隊と衝突。北西部のラッシャヒな
どで計 ₃人が死亡。
7 日 ▼ ノアカリ県で BNP の男性 ₂人が銃
で撃たれ死亡。
8 日 ▼チタゴン行きの列車が妨害に遭い脱
線。少なくとも₅₀人が負傷。
9 日 ▼ 抗議暴動で AL の学生組織のリー
ダーが死亡，₅₀人が負傷。
11日 ▼ BNP の学生組織が₁₄県でハルタル
を実施。暴動で ₂人が死亡。
▼ ジア BNP 総裁のアドバイザーである
S. ドゥドゥが逮捕。
12日 ▼ ハシナ首相が，ジア BNP 総裁を
「テロと暴力の女王」と発言。
13日 ▼ ジア BNP 総裁のアドバイザーであ
る R. ラフマンがダカで射殺。BNP が翌日か
らのハルタルを宣言。
14日 ▼ロングプルで手製爆弾がバス内で爆
発， ₅人が死亡。
▼ EU，イギリス，アメリカが与野党対話
と暴力の停止を求める。　
15日 ▼ R. ラフマンの殺害に抗議して，野
党₂₀連合が全国規模のハルタルを実施。
▼フランス，デンマーク，スウェーデン，
オランダ，スペイン，オーストラリア，ノル
ウェー，カナダ，EU からなる使節団が，
BNP 幹部と会談。
16日 ▼マハムッド水資源大臣が上野賢一郎
国土交通大臣政務官を表敬訪問。
▼国連人権委員会が政治情勢に懸念を表明，
すべての政党に暴力行為の即時停止を求める。
19日 ▼ IS（「イスラーム国」）に関係がある
とみられる ₄人をダカで拘束。容疑は不明。
24日 ▼ジア BNP 総裁の末息子 A. ラフマン
がクアラルンプールで死亡。
▼ハシナ首相がジア BNP 総裁のオフィス
を訪問するが，ゲートが閉まっており，面会
を断念。
27日 ▼ ジア BNP 総裁の末息子の葬儀がダ
カで開かれ数万人が参列。
31日 ▼ ジア BNP 総裁の自宅兼事務所の電
気が約₁₉時間止められる。
2 月 1 日 ▼ダカのプラスチック製品工場内で
出火，₁₃人が死亡。
▼野党₂₀連合が AL への抗議のため₇₂時間
のハルタルを宣言。
▼ジア BNP 総裁のアドバイザーである M. 
A. ファルが逮捕。
2 日 ▼ 警察当局がジア BNP 総裁への訪問
を制限。
3 日 ▼クミッラでバスに手製爆弾が投げ込
まれ ₇人が重傷。
5 日 ▼杉山外務審議官がダカにおいてシャ
ヒドゥル・ハック外務次官との間で第 ₁回日
バ外務次官級協議を実施。
8 日 ▼ダカにて，サウジアラビア労働省外
務次官を含む派遣団が K. M. ホセン在外居住
者福利厚生・在外雇用相（当時）とサウジアラ
ビアへの労働者の採用について協議。
14日 ▼ハシナ首相とモディ印首相が電話で
会談。モディ印首相は領土問題などの重要な
課題を解決する意思があることを示す。
16日 ▼ AL 活動家がグルシャン地区で交通
封鎖・ハルタル撤回を求める集会・行進を実
施。
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18日 ▼戦犯裁判特別法廷においてジャアマ
テ・イスラーミ （ーJI）の幹部 A・スバンが民
間人殺害に関与した罪などで死刑判決。
19日 ▼ AL と BNP が国連事務総長の求め
る対談に応じる姿勢を示す。
20日 ▼ AL，BNP の指導者がダカにてママ
ター・バネルジー西ベンガル州首相と会談。
22日 ▼中部マニクゴンジのパドマ川で船が
沈没，₄₈人死亡。
25日 ▼ ダカ第三特別判事法廷がジア BNP
総裁に逮捕状。
26日 ▼バングラデシュ出身でアメリカ国籍
をもつブロガー，アビジット・ロイが殺害。
妻も重傷。
3 月 1 日 ▼ ジア BNP 総裁事務所に家宅捜索
令状。
2 日 ▼アビジット・ロイ殺害の容疑者を逮
捕。
4 日 ▼ ダカ第三特別判事法廷がジア BNP
総裁に対する汚職事件の次回公判を ₄月 ₅日
と決定。
6 日 ▼ ダカ国際空港で，金の延べ棒₁₇₀本
を持った在バ北朝鮮大使館のソン・ヤン一等
書記官を拘束。
▼アメリカ大使がバングラデシュ縫製工場
輸出機構を訪問。
10日 ▼ S. アハメド BNP 共同幹事長が行方
不明。
27日 ▼ダカ郊外で沐浴にきていた巡礼者ら
が将棋倒しになり，₁₀人が死亡，数十人が負
傷。
▼ N. D. ビスワル米国務次官補（南・中央
アジア担当）が独立記念日式典に出席，バン
グラデシュとアメリカの関係強化を訴える。
29日 ▼ 野党₂₀党連合が，アハメド BNP 共
同幹事長の解放などを求め，市長選挙を控え
るダカおよびチタゴンを除く全国で₃₀日から
₄₈時間のハルタル実施を発表。
30日 ▼ダカでブロガーのワシクル・ラフマ
ンが殺害。容疑者 ₃人のうち ₂人は逮捕， ₁
人は行方不明。
4 月 1 日 ▼ BNP 幹部の H. シャハが選挙管理
委員長と面会。
2 日 ▼ロシアの原子力企業ロスアトム社関
連企業がバングラデシュにおける原子力人材
育成支援のためのセミナーを開催。
11日 ▼国際犯罪法廷において一般市民を虐
殺したとして死刑判決を受けていた Md. カ
マルッザーマン JI 書記長上級補佐に対して
死刑を執行。
13日 ▼ JI が死刑執行に抗議し，ハルタル
を実施。
21日 ▼ハシナ首相がアジア・アフリカ会議
出席のためインドネシアを訪問（～₂₄日）。
22日 ▼インドネシアにてハシナ首相と安倍
首相が会談。₆₀₀₀億円の経済支援の実施を表
明。
▼ AL の学生組織のメンバーが遊説中のジ
ア BNP 総裁の車両に投石。
23日 ▼ハシナ首相がジョコ・ウィドド・イ
ンドネシア大統領とインドネシアにて会談。
24日 ▼日本大使館が，市長選挙活動中の暴
力行為に懸念を表明。
28日 ▼ダカ南北・チタゴン市長選挙が実施
され，AL 支持の候補者が ₃都市で勝利。
30日 ▼ハシナ首相と W. シャーマン米政治
問題担当次官がダカで会談。
5 月 2 日 ▼ハシナ首相が国連事務総長に対し
て，BNP に政治参加を促す助言をしてほし
いと求める。
▼ジア BNP 総裁と W. シャーマン米政治
問題担当次官，米駐バ大使がダカにて会談。
12日 ▼シレットでブロガーの A. B. ダスが
殺害。
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20日 ▼ 国際協力機構（JICA）との間で「廃
棄物管理機材整備計画」を対象とした₁₄億
₈₆₀₀万円の無償資金協力の贈与契約を締結。
22日 ▼日本駐バ大使に渡辺正人サンフラン
シスコ総領事を充てる人事を決定。
24日 ▼ハシナ首相が，ロヒンギャとバング
ラデシュ人が乗った密航船の問題について
「国の印象を悪くしている」と非難。
▼劉延東中国副総理がダカを訪れ，アブ
ドゥル・ハミド大統領，ハシナ首相，アリ外
務相と会談。公的・民間部門における二国間
関係の強化を進める ₆つの取り決めに署名。
25日 ▼有名ブロガー ₃人の殺害事件に関与
した疑いがあるとして，「アンサルラ・バン
グラ・チーム」の国内での活動を禁止。
26日 ▼ IS への戦闘員の勧誘活動を理由に
バングラデシュ・ムスリム戦士団（Jama'atul 
Mujahiddin. Bangladesh: JMB）のメンバー ₂人
を拘束。
27日 ▼政府高官がロヒンギャ難民キャンプ
のノアカリ県ハティア島への移転を表明。
31日 ▼ダカにおいて松永健在バ臨時代理大
使とモハマド・メジバフッディン財務省経済
関係局常務次官との間で無償資金協力に関す
る書簡の交換を実施。
6 月 1 日 ▼ラナ・プラザ崩壊事故について，
ビル所有者を含む₄₁人を殺人罪で起訴。
6 日 ▼ダカで，ハシナ首相とモディ印首相
が会談，両国の国境付近に点在していた飛び
地領土の交換などを通じて国境を画定させる
ことで正式に合意。
8 日 ▼ ドイツで G ₇ サミットが開催，ラ
ナ・プラザ崩壊事故を契機とした労働問題に
ついて討議。
24日 ▼ダカにおいて松永バ臨時代理大使と
モハマド・メジバフッディン財務省経済関係
局上級次官との間で無償資金協力「ダカおよ
びロングプル気象レーダー整備計画」の供与
に関する書簡の交換を実施。
▼ハシナ首相と辞任するイクバル・カリル
陸軍参謀長がダカで会談。
▼新陸軍参謀長に A. B. M. S. ハックを指名。
7 月 1 日 ▼世銀，バングラデシュが低所得国
から中所得国になったと発表。
26日 ▼ M. シャリル・アラム外務担当相が，
モルディブ共和国独立₅₀周年記念式典および
記念晩餐会に出席し，中根外務大臣政務官と
会談。
▼新しく指名されたパキスタンの駐バ高等
弁務官がジア BNP 総裁と面会。
8 月 5 日 ▼クアラルンプールでアリ外務相と
城内実外務副大臣が会談。
7 日 ▼ダカでブロガーのニロイ・チャクラ
バルティが殺害。
19日 ▼ ハシナ首相がニューデリーで，モ
ディ印首相，ムカルジー大統領，ソニア・ガ
ンディーとそれぞれ会談。
25日 ▼ハシナ首相と高虎城中国商務部長が
会談。中国からバングラデシュへの ₃億₅₀₀₀
万㌦の投資を表明。
9 月13日 ▼ バチカン市国の福音宣教省長官
フェルナンド・フィローニ枢機卿がハシナ首
相を訪問。
21日 ▼フランスとドイツの外務大臣がハシ
ナ首相を訪問。気候変動に関する取り組みへ
の支援を表明。
26日 ▼ハシナ首相と習近平中国国家主席が
ニューヨークで会談。
28日 ▼ダカでイタリア人男性が何者かに殺
害。
▼ハシナ首相と安倍首相が国連本部にて会
談。
29日 ▼関経済産業大臣政務官が来訪。商業
大臣，ICT 担当大臣ら政府要人と会談。
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10月 3 日 ▼ロングプルで日本人男性が銃撃さ
れ死亡。IS が日本人男性の殺害を表明。
4 日 ▼日本政府は死亡した男性を星邦男氏
と断定。首相官邸に情報連絡室を設置。
10日 ▼外国人殺害を受け，バリダラ，ボナ
ニ，グルシャン地区に治安部隊が配備。
24日 ▼ダカのイスラーム教シーア派の施設
で複数の爆弾が爆発。 ₁人死亡，₁₀₀人以上
が負傷。IS を名乗るグループが犯行声明。
25日 ▼政府が国内での IS の活動を否定。
26日 ▼イタリア人援助関係者の射殺事件で
₄人を逮捕。
28日 ▼モメン駐日大使が離任。
31日 ▼ブロガー ₂人と発行人 ₁人がダカで
襲われ負傷。
▼ ₂ 月に殺害されたブロガー，ロイの著作
を出版していた F. A. ディパンが襲われ死亡。
11月 4 日 ▼ハシナ首相がオランダのマルク・
ルッテ首相と会談し，二国間貿易の強化に同
意。
8 日 ▼少年を集団暴行などで殺害したとし
て，計 ₆人の男に死刑判決。
11日 ▼ハシナ首相がソーシャルメディアの
利用禁止についてコメント。
13日 ▼日本人男性が銃撃を受け殺害された
事件で，治安部隊が容疑者の男 ₃人を逮捕。
17日 ▼ ハシナ首相とネパール駐バ大使ハ
リ・シュレスタが会談。ネパールへの支援を
要請。
18日 ▼バングラデシュ北部でイタリア人男
性が銃で撃たれ負傷。
▼ Facebook などの SNS を政府が規制。
▼オランダのマキシマ王妃がハシナ首相を
訪問。ビジョン₂₀₂₁を実現させるための開発
に力を尽くすことを約束。
19日 ▼ カマル計画相が北岡 JICA 理事，木
原外務副大臣と，日本でそれぞれ会談。
▼サベル・ホセイン・チョードリー・バン
グラデシュ列国議会同盟（IPU）議長と木原外
務副大臣が日本で会談。
▼ IS が，ウェブ上の英字機関誌「ダービ
ク」で日本人殺害を認める。
22日 ▼国際犯罪法廷において有罪判決を受
けていた JI 書記長上級補佐の A. A. M. ム
ジャヒードと BNP 国会議員の S. Q. チョウ
ドゥリーに対して死刑が執行。
▼政府が SNS の使用を制限。
24日 ▼埋葬された日本人女性の遺体が発見。
25日 ▼日本政府が難民不認定者を含むバン
グラデシュ人₂₂人を強制送還。
26日 ▼北西部ボグラでシーア派モスクが武
装集団に襲撃され， ₁人が死亡， ₃人負傷。
IS 支部を名乗るグループが声明。
12月 1 日 ▼バ代表団，同国初の原子力発電所
建設を請け負ったロシアの発電所を視察。
2 日 ▼退任予定のロバート・ギブソン英高
等弁務官とパンカジ・サラン印高等弁務官が
ハシナ首相を訪問。
5 日 ▼ディナジプル近郊のヒンドゥー教寺
院で爆発，少なくとも₁₀人が負傷。
8 日 ▼ ₁₀月に日本人男性が殺害された事件
で，JMB の司令官とされる容疑者が犯行を
自供。
11日 ▼中国製の小型護衛艦 ₂隻がバングラ
デシュ海軍に引き渡し。
13日 ▼ JICA と円借款貸付契約に調印。 ₆
事業に過去最大規模の円借款を供与。
19日 ▼バングラ海軍のモスクで爆発，海軍
の ₆人が負傷。IS 支部が犯行声明。
30日 ▼特別市を除く₃₂₄市のうち₂₃₄カ所に
おいて市長および市議会議員選挙を実施。
AL が地滑り的勝利。
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　 1 　国家機構図（2015年12月末現在）
　 2 　行政単位（2016年 1 月末現在）
行政単位 数
Division （管区） 7
Zila （県） 64
Upazila （郡） 487
農村部　Union（ユニオン・行政村）　 4,500
都市部　City Corporation （特別市） 11
　　　　Municipality （市） 324
（出所）　Bangladesh Bureau of Statistics, Statistical Yearbook of Bangladesh 2014, January. 2016.
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　 3 　要人名簿
大統領 Md. Abdul Hamid
国会議長 ＊ Shirin Sharmin Chaudhury
閣僚名簿（2016年 1 月末現在）
　【閣内相】
首相，国防相，軍事長 ＊ Sheikh Hasina
財務相 Abul Maal Abdul Muhith
工業相 Amir Hossain Amu
商務相 Tofail Ahmed
農業相 ＊ Begum Matia Chowdhury
保健・家族福祉相 Mohammed Nasim
行政管理相 Syed Ashraful Islam
地方政府・農村開発・協同組合相
 Khandker Mosharraf Hossain
在外居住者福利厚生・在外雇用相
 Nurul Islam B. Sc.
民間航空・観光相 Rashed Khan Menon （WP）
宗教問題相 Principal Matior Rahaman
住宅・公共事業相
 Engineer Mosharraf Hossain
独立戦争問題相 A.K.M.Mozammel Huq
漁業・畜産相 Muhammed Sayedul Hoque
繊維・ジュート相 Md. Emaz Uddin Pramanik
運輸・橋梁相 Obaidul Quader
情報相 Hasanul Haq Inu（JSD）
水資源相 Anisul Islam Mahmud（JP）
環境・森林相 Anwar Hossain（JP-M）
教育相 Nurul Islam Nahid
船舶相 Shajahan Khan
法務・司法・議会問題相 Anisul Huq
災害対策・救援相
 Mofazzal Hossain Chowdhury Maya,Bir Bikram
外務相 Abul Hassan Mahmood Ali
鉄道相 Mazibul Hoque
計画相 A H M Mustafa Kamal
初等・大衆教育相 Mostafizur Rahman
文化相 Asaduzzaman Noor
土地相 Shamsur Rahman Sherif
科学・技術相 Architect. Yeafesh Osman
食糧相 Md. Qamrul Islam
内務相 Asaduzzaman Khan
　【閣外相】（State Minister）
行政管理担当相 Begum Ismat Ara Sadique
労働・雇用担当相
 Md.Mujibul Haque （Chunnu） （JP）
財務担当相・計画担当相 M. A. Mannan
繊維・ジュート担当相 Mirza Azam
社会福祉担当相 Promode Mankin
チタゴン丘陵問題担当相
 Bir Bahadur Ushwe Sing
漁業・畜産担当 Narayon Chandra Chanda
青年・スポーツ担当相 Biren Sikder
土地担当相 Saifuzzaman Chowdhury
女性・児童問題担当相 ＊ Begum Meher Afroze
水資源担当相 Muhammad Nazrul Islam
地方政府・農村開発・協同組合局担当相
 Md. Mashiur Rahaman Ranga（JP）
外務担当相 Md. Shahriar Alam
保健・家族福祉担当相 Zahid Maleque
電力・エネルギー・鉱物資源担当相
 Nasrul Hamid
情報・通信技術担当相 Zunaid Ahmed Palak
郵政・電気通信担当相 ＊ Begum Tarana Halim
食糧担当相 Nuruzzaman Ahmed
（注）　＊女性閣僚。JP（Jatiya Party），JP-M
（Jatiya Party-Monju）, WP（Workers Party）, 
JSD（Jatiya Samajtantrik Dal）。
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　 1 　基礎統計
2008/09 2009/10 2010/11 2011/12 2012/13 2013/14 2014/152）
人 口（100万人） 144.2 146.1 149.7 151.6 153.7 155.8 157.9
消費者物価上昇率（％） 1995/96=100ベース1） 6.66 7.31 8.80 10.62 7.70 - -
消費者物価上昇率（％） 2005/06=100ベース1） - - - - 6.78 7.35 6.40 
為替レート（ 1 ドル＝タカ） 68.80 69.18 71.17 79.10 79.93 77.72 77.68
（注）　 1 ）消費者物価上昇率は年平均値。新基準（2005/06＝100）と，旧基準年（1995/96＝100）との併記。
2 ）暫定値。
（出所）　Bangladesh Bank, Monthly Economic Trends，2015年より作成。
　 2 　産業別国内総生産（新基準年2005/06年度価格） （単位：10億タカ）
2011/12 2012/13 2013/14 2014/153）
農 林 水 産 業 1,146.1 1,174.4 1,225.7 1,262.9 
鉱 業 105.9 115.8 121.3 130.3 
製 造 業 1,205.7 1,329.9 1,446.5 1,595.8 
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 92.9 101.3 105.9 113.3 
建 設 業 447.1 483.1 522.1 567.2 
卸 売 ・ 小 売 業 924.6 981.7 1,047.7 1,116.8 
運 輸 ・ 貯 蔵 ・ 通 信 業 757.6 805.1 853.8 905.0 
金 融 211.8 231.1 247.9 269.8 
不 動 産 475.9 495.1 516.2 540.2 
行 政 ・ 国 防 221.0 235.4 251.7 270.5 
そ の 他 1,005.8 1,046.4 1,092.5 1,080.5 
国 内 総 生 産（GDP）1） 6,594.3 6,999.4 7,429.8 7,911.8 
Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％）2） 6.52 6.01 6.06 6.51 
（注）　 1 ）生産者価格。 2 ）市場価格。 3 ）暫定値。
（出所）　表 1 に同じ。
　 3 　主要輸出品 （単位：100万ドル）
2011/12 2012/13 2013/14 2014/15
原 料 ジ ュ ー ト 266.3 229.9 126.4 111.6
ジ ュ ー ト 製 品 701.1 800.7 698.1 757.0
茶 3.4 2.4 3.7 2.6
皮 革 330.2 399.7 505.5 397.5
冷 凍 エ ビ ・ 魚 579.7 512.9 602.6 556.3
布 帛 縫 製 品 9,603.3 11,039.9 12,442.1 13,064.6
ニ ッ ト 製 品 9,486.4 10,475.9 12,049.8 12,426.8
肥 料 17.6 0.0 0.0 0.0
テ リ ー タ オ ル 92.1 82.0 67.2 41.8
そ の 他 3,221.8 3,484.0 3,691.2 3,850.7
輸 出 合 計 24,301.9 27,027.4 30,186.6 31,208.9
（出所）　Bangladesh Bank, Bangladesh Bank Quarterly，2015年 P.40 Table IV.2 より作成。
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　 4 　国際収支 （単位：100万ドル） 
2008/09 2009/10 2010/11 2011/12 2012/13 2013/14 2014/15
貿 易 収 支 -4,710 -5,155 -9,935 -9,320 -7,009 -6,794 -9,917 
輸 出 15,581 16,233 22,592 23,989 26,567 29,765 30,768 
輸 入 -20,291 -21,388 -32,527 -33,309 -33,576 -36,571 -40,685 
サ ー ビ ス 収 支 -1,616 -1,233 -2,612 -3,001 -3,162 -4,099 -4,628 
サ ー ビ ス 収 入 1,832 2,478 2,573 2,694 2,830 3,115 3,017 
サ ー ビ ス 支 出 -3,448 -3,711 -5,185 -5,695 -5,992 -7,214 -7,645 
所 得 収 支 -1,484 -1,484 -1,454 -1,549 -2,369 -2,635 -2,995 
所 得 収 入 95 52 124 193 120 131 74 
所 得 支 出 -1,579 -1,536 -1,578 -1,742 -2,489 -2,776 -3,069
経 常 移 転 収 支 10,226 11,407 12,315 13,423 14,928 14,934 15,895
政 府 部 門 72 127 103 106 97 79 75
民 間 部 門 10,154 11,280 12,212 13,317 14,831 14,851 15,820
（うち海外労働者送金） 9,689 10,987 11,513 12,734 14,338 14,116 15,170
経 常 収 支 2,416 3,535 -1,686 -447 2,388 1,406 -1,645
資 本 勘 定 451 512 642 482 629 598 491
金 融 勘 定 -825 -462 651 1,436 2,863 2,813 5,150
直 接 投 資 961 913 775 1,191 1,726 1,432 1,700
証 券 投 資 -159 72 109 240 368 937 618
そ の 他 投 資 -1,627 -1,447 -233 5 769 444 2,832
誤 差 脱 漏 16 2,145 -1,376 -977 -752 666 377
総 合 収 支 2,058 2,865 -656 494 5,128 5,483 4,373
（出所）　Bangladesh Bank, Bangladesh Bank Quarterly，2015年 P.27 Table I.1 より作成。
　 5 　政府財政 （単位：1,000万タカ）
2013/14
当初予算
2013/14
修正予算
2013/14
決算
2014/15
当初予算
2014/15
修正予算
2015/16
当初予算
歳 入 ・ 外 国 贈 与 174,129 162,627 146,732 182,954 163,371 208,443 
税 収 141,219 130,178 116,031 155,292 140,676 182,244 
税 外 収 入 26,240 26,493 24,343 27,662 22,695 26,199 
外 国 贈 与 6,670 5,956 6,357 6,206 5,674 5,800 
歳 出 222,491 216,222 188,208 250,560 239,668 295,100 
経 常 支 出 134,449 134,907 121,008 154,241 149,399 184,559 
年 次 開 発 計 画（ADP） 65,870 60,000 55,333 80,315 75,000 97,000 
そ の 他 支 出 22,172 21,315 11,867 16,004 15,269 13,541 
財政収支（外国贈与を含む） -48,362 -53,595 -41,476 -61,346 -70,623 -80,857 
（財政赤字の GDP 比％） （4.0） （4.5） （3.5） （4.5） （4.6） （4.7）
財政収支（外国贈与を含まず） -55,032 -59,551 -47,833 -61,346 -76,297 -86,657 
（財政赤字の GDP 比％） （4.6） （5.0） （4.1） （4.5） （5.0） （5.0）
財 政 赤 字 補 塡 48,362 53,595 41,485 61,346 70,623 80,857 
対 外 借 入 金 14,398 12,613 3,349 18,069 15,909 24,334 
国 内 銀 行 借 入 金 33,964 40,982 38,136 43,277 54,714 56,523 
（出所）　Ministry of Finance，Budget in Brief 2015/16 より作成。
